
資料１－４ 

生活交通の確保に関する施策について 

 

 
「公共交通空白地等及び移動制約者に係る生活交通の確保に関する条例」が、平成２２年１２

月２８日に施行された。市は、これまでもバス路線の休廃止に伴って新たに公共交通が空白とな

る地域については、一定の財政負担のもとで代替交通を確保してきたが、今後は本条例の趣旨を

踏まえ、公共交通不便地等における生活交通の確保のための施策を定め、市民、市民団体及び公

共交通事業者による主体的な取組を促進していく必要がある。 
 
 

 

（１）バス路線の休廃止に伴う代替交通の確保 （継続施策） 

 

バス路線の休廃止に伴って新たに公共交通が空白となる地域の代替交通確保については、

条例施行後においても、これまでと同様に代替交通の運行に対して一定の財政負担による支

援を行う。 
 

① 条例に基づく生活交通施策と位置づけるため、「生活交通特別対策区域」として指定し、 

代替交通の運行に対する支援を行う。 
 

② バス路線の休廃止対策として、代替交通を確保している地域については、附則第３項に 

基づき、条例施行の際に「生活交通特別対策区域」とみなす。 

 

 

・条例附則第３項の規定により指定されたものとみなされた生活交通特別対策区域 

 

生活交通特別対策区域 
代替交通路線  

名称 位置 

今宿姪浜線 →
今宿地区 

生活交通特別対策区域 

福岡市西区羽根戸，今宿青木，今宿町 

及び今宿上ノ原の各一部 

板屋脇山線 →
脇山地区 

生活交通特別対策区域 
福岡市早良区大字板屋の一部 

志賀島島内線 →
勝馬・志賀島地区 

生活交通特別対策区域 

福岡市東区大字勝馬の一部，大字弘 

及び大字志賀島の一部 

脇山支線 →
脇山・内野・曲渕地区 

生活交通特別対策区域 

福岡市早良区大字東入部，大字脇山， 

大字椎原，大字内野，大字西，大字石釜，

大字曲渕及び大字飯場の各一部 

並びに西区大字金武の一部 
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（２）地域が主体となった生活交通確保の取組に対する支援 （新規施策） 

 

公共交通が不便な地域において、高齢化の進展などに伴い、よりきめ細やかな生活交通の確

保が課題となっている地域については、生活交通の確保に向けた検討段階における地域の主体

的な取組や、実施段階における地域の参画が明確なものに対して必要な支援を行う。 
 

※ 今後、地域の生活交通に関するさまざまな課題を整理し、支援の内容等について議会の 
意見を踏まえながら検討を進めていく。 

① 公共交通不便地に準ずる地域の考え方 

② 生活交通確保のための取組に対する支援内容 

 

■ 地域が主体となった生活交通確保のための取組のながれ（例） 

 

体制づくり 

 ・地域による生活交通確保のための検討組織（地元協議会等）の立ち上げ 
 
 
地域特性の把握・分析 

 ・資料収集やアンケート調査等による地域特性の把握 
・需要の推計 
＜必要なデータ＞ 
・人口（人口増減率・高齢化率など） 
・施設の分布（病院・商業施設・公共施設など） 
・道路の状況 
・地域住民の移動実態  など 

 
 
計画の策定 （既存のバス路線の活用や新たな交通サービスの検討など） 

 
運行計画              運営計画 
＜検討項目＞            ＜検討項目＞ 
・経路               ・経費 
・バス停の位置           ・運賃収入 
・ダイヤ（時間帯・本数）      ・運賃外収入（協賛金など） 
・車両               ・利用促進策 

 
※ 必要に応じて試行運行を実施し、利便性や採算性について確認する。 

 
 
事業開始に向けた準備・手続き 

 ・交通管理者、道路管理者、運輸局等の関係者との調整や手続き 
・車両やバス停の確保 
・広報活動（利用促進や協賛金の確保など） 

 
 
事業開始・定期的な事業評価 

 ・利用促進策の継続実施 
・定期的な事業評価と見直し 

検
討
段
階 

実
施
段
階 
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（参考） 

 
■ 条例に基づく支援のながれ 

 
○ 公共交通空白地等 

第２条 

(８) 公共交通空白地等 次のいずれかに該当する地域をいう。 
ア 公共交通空白地 
イ 公共交通不便地 
ウ 公共交通不便地に準ずると市長が認める地域 
エ 路線バス又は鉄道に係る路線の廃止等に伴いアからウまでに掲げる地域となるおそれの

ある地域 
 
○ 施策の提案 

第７条 市民等は，市に対して，その居住し，又は活動する地域に係る生活交通に関する施

策を提案することができる。 
 
○ 共働による施策の検討 

第７条 

２ 市は，前項の規定に基づき市民等が提案する施策等について，共働して推進するよう努

めるものとする。 
 

議会（委員会報告） 
○ 生活交通特別対策区域の指定 

第９条 市長は，公共交通空白地等のうち，当該地域における生活交通の確保に向けた取組

の状況を踏まえ，生活交通の確保のための支援が必要と認められる地域を生活交通特別対策

区域（以下「特別対策区域」という。）として指定することができる。 
 
○ 生活交通特別対策区域における支援 

第１０条 市は，特別対策区域において，予算の範囲内で，生活交通の確保のために必要な

支援を行うものとする。 
 

■ 政令市における支援制度 

 北九州市 広島市 横浜市 川崎市 新潟市 

技術的支援 ○ ○ ○ ○ ○ 
検討段階 

試行運行補助  ○ ○ ○  

車両購入補助 ○   ○  
実施段階 

本格運行補助 ○    ○ 

 
■ 経費の目安      （車両・機材の仕様、運行頻度、時間などによって経費は異なる） 

 
大型・中型 

バス 
小型バス 

ジャンボ 

タクシー 

セダン型 

タクシー 

年間運行経費 

（1 台あたり） 

1,300～ 

1,500 万円 

1,200～ 

1,300 万円 

500～ 

900 万円 

500～ 

900 万円 

車両購入費 

（１台あたり） 

1,500～ 

3,000 万円 

1,400～ 

2,000 万円 

200～ 

400 万円 

200～ 

400 万円 

※ バス停整備費（1基あたり）：3～15 万円 （出典：国土交通省地域公共交通づくりハンドブック） 
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